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 貸 借 対 照 表 
 

(平成30年３月31日現在) 
(単位：百万円) 

 
科     目 金   額 科     目 金   額 

資  産  の  部 負  債  の  部 
 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
売 掛 金 
た な 卸 資 産 
前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
未 収 入 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 
工具、器具及び備品 
土 地 
そ の 他 

無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ エ ア 
そ の 他 

投資その他の資産 
繰 延 税 金 資 産 
前 払 年 金 費 用 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 

87,982 
13,527 
 8,206 
25,250 
1,980 
1,232 
38,017 

227 
△ 460 
60,759 
32,842 
8,091 
1,492 
22,943 

315 
21,050 
20,971 

78 
6,866 
1,660 
1,502 
3,779 
△ 76 

 

流 動 負 債 
買 掛 金 
関 係 会 社 短 期 借 入 金 
未 払 金 
未 払 消 費 税 等 
未 払 法 人 税 等 
前 受 金 
添 削 料 引 当 金 
賞 与 引 当 金 
役 員 賞 与 引 当 金 
返 品 調 整 引 当 金 
そ の 他 

固 定 負 債 
長 期 未 払 金 
退 職 給 付 引 当 金 
そ の 他 

 
101,550 
10,487 
10,000 
18,066 

24 
303 

 57,538 
324 

 3,140 
84 

 397 
1,183 
 5,059 
2,947 
1,948 
163 

負 債 合 計 106,609 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 
そ の 他 資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 
  特 別 償 却 準 備 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
その他有価証券評価差額金 

 
 42,131 
 3,000 
 34,045 

 750 
33,295 
 5,086 
 5,086 

16 
5,069 

△  0 
△  0 

純 資 産 合 計 42,131 

資 産 合 計  148,741 負 債 純 資 産 合 計 148,741 
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損 益 計 算 書 
 

(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで) 
(単位：百万円)   

 
科        目 金      額 

売 上 高  176,247 

売 上 原 価  77,002 

売 上 総 利 益  99,245 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  97,393 

営 業 利 益  1,852 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 16  

固 定 資 産 賃 貸 料 667  

為 替 差 益 61  

そ の 他  165 910 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 44  

固 定 資 産 賃 貸 費 用 379  

固 定 資 産 除 却 損 138  

そ の 他 294 856 

経 常 利 益  1,906 

特 別 損 失   

固 定 資 産 売 却 損 2  

減 損 損 失 98 100 

税 引 前 当 期 純 利 益  1,805 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △830  

法 人 税 等 調 整 額 152 △678 

当  期  純  利  益  2,484 
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(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

１. 資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

①関連会社株式 移動平均法による原価法 

②その他有価証券  

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

なお、預金と同様の性格を有する有価証券については

移動平均法による原価法によっております。 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

①商品・製品・材料 

・貯蔵品 

総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法) 

②仕掛品 個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法) 

２. 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く）  

定率法を採用しております。但し、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに、平成28年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物につ

いては、定額法によっております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物   ２～50年

工具、器具及び備品   ２～20年

(2)無形固定資産（リース資産を除く）  

定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用）については社内にお

ける利用可能期間（主として５年及び10年）に基づく定額法によっております。 

(3)リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

３. 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(2)添削料引当金 

通信教育事業の収益計上後の答案提出に係る添削料の支出に備えるため、過去の答

案実績提出率に基づき所要額を計上しております。 

(3)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

(4)役員賞与引当金 

取締役の賞与の支給に備えるため、報酬に係る内規に基づく支給見込額を計上して

おります。 
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なお、当該引当金残高84百万円は、株主総会で決議された報酬限度額内において支

給を予定しているものであります。 

(5)返品調整引当金 

出版物の返品による損失に備えるため、書籍等の出版事業に係る売掛金残高に対し

て、一定期間の返品実績率等に基づく損失見込額を計上しております。 

(6)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用 

その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による

定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異 

各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。 

(7)役員退職慰労引当金 

取締役の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額相当額を計上

しております。 

（追加情報） 

当社は、平成29年12月７日開催の取締役会において、平成29年12月７日開催の臨時

株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止することを決議するとともに、

同株主総会において役員退職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給を決議いたしまし

た。 

これにより、当社は打切り支給に伴う未払額８百万円を固定負債の「長期未払金」

に含めて表示しております。 

４. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

５. 収益の計上基準 

売上の計上基準は次のとおりであります。 

通信教育事業 

役務完了基準（受講完了月をもって売上計上しております｡） 

学力等検査事業 

役務完了基準（検査結果発送時に売上計上しております｡） 

その他 

出荷時に売上計上しております。 
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６.その他計算書類作成のための重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

(2)連結納税制度の適用 

当社は、当事業年度より連結納税制度を適用しております。 
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(貸借対照表に関する注記) 

１. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1)担保に供している資産 

現 金 及 び 預 金 193百万円

(2)担保に係る債務 

前 受 金 93百万円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 45,736百万円

３. 有形固定資産の取得価額から控除している国庫補助金の受入による圧縮記帳累計額 

 188百万円

４. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

短 期 金 銭 債 権 1,449百万円

短 期 金 銭 債 務 830百万円

５．取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務 

長 期 金 銭 債 務 8百万円

６．当座借越契約 

当社は、不測の事態が発生した際に、機動的かつ安定的に運転資金を調達出来るよ

う、取引銀行１行と当座借越契約を締結しております。当該契約に基づく当事業年

度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

当座借越極度額の総額 2,000百万円 

借 入 実 行 残 高 

借 入 未 実 行 残 高 

―

2,000  
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(税効果会計に関する注記) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳 

   （流動） 

繰延税金資産  

 売掛金 1,277百万円

 賞与引当金 961 

 未払金 226 

 未払費用 224 

 たな卸資産 178 

 貸倒引当金 140 

 その他 121 

 小計 3,130 

 評価性引当額 △218 

 繰延税金資産合計 2,912 

  

繰延税金負債  

 たな卸資産 △1,678百万円

 その他 △1 

 繰延税金負債合計 △1,679 

  

 繰延税金資産の純額 1,232 

  

   （固定） 

繰延税金資産  

 繰越欠損金 5,526百万円

 減価償却超過額 3,978 

 長期未払金 899 

減損損失 726 

退職給付引当金 596 

 その他 197 

 小計 11,926 

 評価性引当額 △9,781 

 繰延税金資産合計 2,144 

  

繰延税金負債   

 前払年金費用 △460百万円

 特別償却準備金 △7 

 その他 △16 

 繰延税金負債合計 △484 

  

 繰延税金資産の純額 1,660 
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２．法定実効税率との税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の主要な差異要因の内訳 

 

 法定実効税率 30.9％ 

 （調整）  

   評価性引当額の増減 △62.9 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △15.7 

   交際費等永久に損金に算入されない項目 6.8 

   住民税均等割等 2.7 

   その他 0.6 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 △37.6 
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(関連当事者との取引に関する注記) 

１. 関連当事者との取引 

(1)親会社及び法人主要株主等 
（単位：百万円） 

 

種 類 
会社等の
名称 

議決権等の
所有(被所
有)割合 

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

親会社 ㈱ベネッセ
ホールディ
ングス 

被所有 
直接100％ 

当社の経営
指導 
役員の兼任

資金の借入 10,000 関係会社短
期借入金 

10,000

資金の返済 10,000  
支払利息 44 未払利息 19

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 取引金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２ 資金の借入については、市場金利を勘案して利率を決定しております。なお、担保は提供し

ておりません。 

 

(2)兄弟会社等 
（単位：百万円） 

 

種 類 
会社等の
名称 

議決権等の
所有(被所
有)割合 

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

親会社の
子会社 

㈱ベネッセ
インフォシ
ェル 

被所有 
直接0％ 

当社の電算
処理 

システム関連運
用業務の委託等 
システム開発業
務の委託 

6,961 未 払 金 1,058

  役員の兼任 1,370 買 掛 金 109

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 取引金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２ システム関連運用業務の委託等及びシステム開発業務の委託については、市場価格を勘案し

一般取引条件と同様に決定しております。 

 

 (3)役員及び個人主要株主等 
（単位：百万円） 

 

種 類 氏名 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役員及び 

その近親者 

福原賢一 被所有 
直接0％ 

親会社の代

表取締役副

会長 

副理事長を務め

る公益財団法人

ベネッセこども

基金との取引※ 

154 未 払 金 

長期未払金 

150

2,938

当該財団に対す

る寄付金 

 

   

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 取引金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２ ※の取引は、いわゆる第三者のためのものであります。 

 

２. 親会社に関する情報 

  ㈱ベネッセホールディングス（東京証券取引所に上場） 
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(１株当たり情報に関する注記) 

  １株当たり純資産額 42,131,498円18銭

  １株当たり当期純利益 2,484,350円16銭

 

記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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